
科　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　額

円 円

［　流　 動　 資　 産　］ 97,701,679 ［　流　 動　 負 　債　］ 39,367,268

現 金 及 び 預 金 65,369,939 未 払 金 22,085,208

売 掛 金 19,472,350 未 払 法 人 税 等 6,117,200

未 収 入 金 4,794,658 未 払 消 費 税 等 5,768,600

仮 払 金 7,962,672 預 り 金 340,360

立 替 金 102,060 賞 与 引 当 金 5,055,900

［　固　 定　 資　 産　］ 72,449,135 ［　固　 定　 負　 債　］ 5,247,750

（ 有 形 固 定 資 産 ） 67,309,672 退 職 給 付 引 当 金 5,247,750

建 物 付 属 設 備 3,177,062

構 築 物 3,270,000 負   債   の   部   計 44,615,018

車 両 運 搬 具 40,265,670 純資本の部

工 具 器 具 備 品 5,384,951 株　　主　　資　　本 125,535,796

減 価 償 却 累 計 額 △ 44,244,958 ［　資　   本　   金　］ 10,000,000

土 地 58,770,000 ［　利 益 剰 余 金　］ 115,535,796

一 括 償 却 資 産 686,947 別 途 積 立 金 7,000,000

特 別 償 却 準 備 金 246,932

（ 無 形 固 定 資 産 ） 297,752 繰 越 利 益 剰 余 金 108,288,864

電 話 加 入 権 297,752 （ う ち 当 期 純 利 益 ） 10,923,597

（ 投資その他の資産 ） 4,841,711

出 資 金 10,000

差 入 保 証 金 1,060,000

長 期 前 払 費 用 92,711

繰 延 税 固 定 資 産 3,679,000 純　資   産   合   計 125,535,796

資   産   の   部   計 170,150,814 負債及び純資産合計 170,150,814

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

2021年 3月31日　現在

貸 借 対 照 表

iwata10576-M
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株式会社　丸与商店



個別注記表
自　2020年 4月  1日
至　2021年 3月31日

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

  1．資産の評価基準及び評価方法

      (1)商      品 移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定)

　　 (2)子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

      (3)その他有価証券 移動平均法による原価法

      (4)デリバティブ等 時価法

  2．固定資産の減価償却の方法

      有   形   固   定   資   産 定率法

　　　　　　　（リース資産を除く） 1998年 4月 1日以降に取得した建物 （建物附属設備は除く） 

2016年 4月 1日以降に取得した建物附属設備・構築物

定額法

      無   形   固   定   資   産 定額法

　　　リ 　ー　 ス　 資　 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によって

おります。なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  3．繰延資産の処理方法

社債発行費 支払時に全額費用処理

　4．引当金の計上基準

  （1）　賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

  （2）　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

　　　　 と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。

  5．消費税等の会計処理

　　    税抜き処理によっております。

  6．へッジ会計の方法

        原則として繰延ヘッジ処理を行っております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている

        金利スワップについては特例処理によっております。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

　1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数

当時事業年度
増加株式数

当事業年度減少株式
当事業年度末株
式

200 －               －                         200

200 －               －                         200

　2．配当に関する事項

　　　該当ありません。

株式の種類

普通株式

合計


